
変更認可申請、届出及び変更登記申請一覧 

（１）定款の変更 

認可行政庁 法務局 

申請事項 定款変更認可 登記事項 変更登記 

根拠法規 
組合法第51条第２項 

施行規則第110条 
根拠法規 組合法第85条、第99条 

申請者 代表理事 申請者 代表理事 

提出期限 総会決議後遅滞なく 申請期限 
定款変更の認可書到着後 

主たる事務局では２週間以内 

従たる事務局では３週間以内 

提出部数 ２部 提出部数 １部 

摘要 

添付書類 

１ 変更理由書 

２ 変更箇所を記載した書面 

３ 変更を決議した総会（総代会）の

議事録の原本又はその謄本 

※ 事業の変更等、その変更内容によっ

ては、上記に加え必要な書類を添付 

摘要 

定款変更による必要な登記事項 

１ 事業 

２ 名称 

３ 事務所の所在地 

４ 地区（企業組合、協業組合を除く） 

５ 出資1口の金額 

６ 出資払込みの方法 

７ 存立期間（定めた場合） 

８ 公告の方法 

 様式 組合法施行規則様式第１６ 

 

 

（２）役員の変更 

認可行政庁 法務局 

届出事項 役員変更届 登記事項 代表理事変更登記 

根拠法規 
組合法第35条の２ 

施行規則第35条 
根拠法規 組合法第85条、第99条第１項 

届出者 代表理事 申請者 代表理事 

提出期限 変更後２週間以内 申請期限 
変更後 

主たる事務所では２週間以内 

従たる事務所では３週間以内 

提出部数 １部 提出部数 １部 

摘要 

添付書類 

１ 変更箇所を記載した書面 

２ 変更理由 

３ 変更年月日 

４ 変更を決議した総会、理事会議事

録の原本又はその謄本 

※ 期中の退任又は役付理事等への

就任による変更及び住所、氏名の変

更も届け出ること。 

摘要 

１ 代表理事の変更についてのみ登

記すること。 

２ 同一人が継続して代表理事に選

出された場合（実質的に変更が無い

場合）も、変更登記は必ず行うこと。 

３ 代表理事の住所が変更した場合

も登記すること。 

 
様式 組合法施行規則様式第８ 

 

  

資 料 ４ 



（３）決算関係 

認可行政庁 法務局 

届出事項 決算関係書類の提出 登記事項 
出資の総口数の変更登記 

払込済出資総額の変更登記 

根拠法規 
組合法第105条の２ 

施行規則第161条 
根拠法規 組合法第85条、第99条 

届出者 代表理事 申請者 代表理事 

提出期限 通常総会終了後２週間以内 申請期限 
事業年度終了後 

主たる事務所では４週間以内 

従たる事務所では５週間以内 

提出部数 １部 提出部数 １部 

摘要 

添付書類 

１ 事業報告書 

２ 財産目録 

３ 貸借対照表 

４ 損益計算書 

５ 剰余金処分（損失処理）の方法を

記載した書面 

６ 通常総会議事録の原本又はその

謄本 

摘要 
出資の総口数及び払込済出資総額の

変更についてのみ登記すること。 

様式 組合法施行規則様式第３０ 

 

 

（４）事務所の移転 

認可行政庁 法務局 

届出事項 事務所移転届 登記事項 
主たる事務所 

移転登記 
従たる事務所 

移転登記 

根拠法規 法的に規定していない 根拠法規 
組合法第85条、 

第99条 
組合法第85条、 

第99条 

届出者 代表理事 申請者 代表理事 代表理事 

提出期限 変更後遅滞なく 申請期限 

事務所移転後、旧

所在地では２週

間以内、新所在地

では２週間以内 

事務所移転後、旧

所在地では３週

間以内、新所在地

では４週間以内 

提出部数 １部 提出部数 １部 

摘要 

定款の変更を伴う場合は、行政庁の

定款変更認可を受けること。 

定款変更を伴わぬ場合の事務所変

更については、法に規定していないが

事務処理上届出ること。 

添付書類 

登記事項証明書 

摘要 

移転が定款変更認可を要する場合

で、認可前に移転したものは、認可の

日より、認可後移転したものは実際移

転した日より登記期限を算出するこ

と。 

様式 任意の様式 

 

 


